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［３階部分］
　厚生年金基金
　確定給付年金 ※２(企業年金)
　確定拠出年金 ※３(個人型、企業型)

職域加算部分

［２階部分］
　付加年金
　国民年金基金 ※１
　確定拠出年金 ※３(個人型)

厚 生 年 金 共済年金

［１階部分］

自営業者、学生、農林漁業者、
国会議員、無職の方など

民間サラリーマン
公務員、

私立学校教職員
第２号被保険者の
被扶養配偶者

国 民 年 金 ( 基 礎 年 金 )

第１号被保険者 第２号被保険者 第３号被保険者

● 年金制度の概要

★ 福岡市医師会インターネットホームページにアクセスいただくと、本レポートのバックナンバーや

読みやすいカラー版（PDF形式）がダウンロード可能です！

（http://www.city.fukuoka.med.or.jp/jouhousitsu/report.html）

急速な少子高齢化による人口構造の変化が進む中、医療・年金・介護といった社会保障制度は抜本的な施策の改
革が求められている。こうした中、政府は今年１月に「社会保障・税一体改革素案」を示し、将来に亘り持続可能
な制度の再構築に向けて協議に乗り出した。とりわけ社会保障の柱とも言える『年金』に関しては、非正規労働者
に対する厚生年金の適用拡大や最低保障機能の強化等が盛り込まれる一方で、支給開始年齢の引き上げや高所得者
に対する給付額の見直しなど、公的年金の支給総額抑制に向けた内容も組み入れられている。

『年金』は私たちの将来に関わる最も身近な制度の一つといえるが、反面、その仕組みや用語の複雑さが指摘さ
れている。

そこで医療情報室レポートでは、２回に亘り『年金』について特集することにした。今回は特に公的年金の種類
や加入要件といった基礎的な部分を取り上げ、年金の概念や仕組みを紹介する。

年金の制度体系

日本の公的年金制度は「国民年金（＝基礎年金）」、

「厚生年金」、「共済年金」の３種類に分けられ、国

内に居住している２０～６０歳未満までの全ての人

は国籍を問わず「国民年金」への加入が義務づけら

れている。また、サラリーマンや公務員は「厚生年

金」や「共済年金」への加入も定められるなど、職

域により加入する年金制度が異なることから、被保

険者は「第１号」から「第３号」の３つに分けられ

ている。なお「国民年金」や「厚生(共済)年金」、任

意選択制の上乗せ給付である「国民（厚生）年金基

金」等といった階層的な給付の仕組みを称して「２

階建て」や「３階建て」と呼ばれることもある。

公的年金の支給開始年齢は原則６５歳とされてい

るが、それぞれの制度の特例措置により、受給年齢

を選択できる場合がある。

“公的年金制度”の生い立ちはそれぞれ異なる。民間労働者を対象とする「厚生年金」は、その前身とされる労働者年金保険法の制定を経

て、昭和１９年に「厚生年金保険法」として制度が開始された。当初の財政方式は制度の名が表すとおり、現役世代の加入者が自身の将来の

ために“保険料”を積み立てる「積立方式」（下記参照）だったが、戦後の激しいインフレに耐えられず制度は一時休止となった。その後、昭

和２９年に全面改定を行い再スタートしたが、財政方式については、高齢世代の給付を現役世代が賄うことを基本としつつ、保険料の一部を

将来の給付原資として積み立てる「修正積立方式」となった。

「国民年金」については、自営業者や農業従事者など厚生年金に加入できない人を救済するため「国民年金法」が制定され、国民皆保険制

第１号被保険者 対 象：自営業者、学生、農林漁業者、国会議員、無職の方など［国民年金］

保 険 料：月額１５，０２０円（平成２３年度現在）

※保険料は毎年見直され、平成２９年度までに１６，９００円に引き上げられる。

第２号被保険者 対 象：①民間サラリーマン ［国民年金］［厚生年金］

②公務員、私立学校教職員［国民年金］［共済年金］

保 険 料：４～６月の給与平均額に基づき決定した標準報酬月額に定められた保険料率を乗じて決定し、その年の

９月から翌８月までの保険料を決定する。労使（個人と企業（共済の場合には国など））折半。

※「厚生年金」の保険料率は平成２９年、「共済年金」の公務員共済は平成３０年、私学共済は平成３９

年までの間に１８．３％に段階的に引き上げられる。

第３号被保険者 対 象：第２号被保険者の被扶養配偶者（但し、年収１３０万円未満の者）［国民年金］

保 険 料：負担なし（厚生年金、共済年金からの拠出金で賄われる）

※１「国民年金基金」…第１号被保険者のために、第２号被保険者との年金額の格差解消を目的として創設された任意加入の制度。

※２「確定給付年金」…加入した期間などに基づいてあらかじめ給付額が定められている年金制度。

※３「確定拠出年金」…拠出した掛金額を加入者の自己責任で運用する年金制度（「日本版401k」とも呼ばれている）で、運用如何に

よって給付額が増減する。このところの低金利、株安により運用利回りはマイナスになっている場合が多いと

もいわれている。

◎現行制度のあらまし

◎年金制度の歴史



国民年金 厚生年金 共済年金 概 要

原則２５年以上の加入が受給資格となっており、４０年の加入で満額支給の資
老齢年金 老齢基礎年金 老齢厚生年金 退職共済年金 格を得ることが出来る。加入年数は保険料納付済期間＋保険料免除期間＋合算

対象期間で計算する。（※合算対象期間：ある特定の期間で国民年金に任意加入
できる人で加入しなかった期間等。２５年の資格を計算する場合のみ使用する）

障害基礎年金は障害等級１級・２級、障害厚生年金及び障害共済年金は同１～
３級の状態にあるときに支給される。支給を受ける為には①保険料納付済期間

障害年金 障害基礎年金 障害厚生年金 障害共済年金 ＋保険料免除期間が初診日の前々月までの全期間の３分の２以上あること、②
初診日の前々月までの直近一年間に保険料の滞納がないことのどちらかの条件
を満たす必要がある。

被保険者が亡くなった時、その方によって生計を維持されていた遺族に支払わ
れる。但し、支払われる対象が年金制度によって異なり、遺族基礎年金は「１

遺族年金 遺族基礎年金 遺族厚生年金 遺族共済年金 ８歳到達年度の末日までにある子（障害者は２０歳未満）のいる妻」又は「子」
に、遺族厚生年金及び遺族共済年金は「①配偶者または子、②父母、③孫、④
祖父母の中で優先順位の高い方」に遺族年金が支給される。

※国民年金の場合、障害年金及び遺族年金は支給額が固定されている。一方、厚生年金及び共済年金は加入年数等により支給額が変動するが、
加入歴が２５年に満たない場合には２５年加入とみなすなど一定額の年金が保障されている。

医療情報室の目
厚生労働省の平成２１年国民生活基礎調査によると、年金は高齢者世帯の収入の７割を占め、６割の高齢者世帯が年金収入のみ

で生活しているとのデータが出ており、公的年金制度は国民生活に不可欠な役割を果たしているといえる。公的年金制度は社会保
障の柱の一つであり、国民皆保険同様決して破綻させてはならない制度であろう。しかしながら本格的な少子高齢社会と成熟した
低成長経済においてはその財政が圧迫され、安定的な財源確保が急務になった。このことから、政府は俗に言う「１００年安心プ
ラン」による年金制度改正を２００４年に行い財政安定化を図ったが、早くも破綻を来しているとの声も聞こえ始めている。次号
では日本の年金改革の歴史並びに現在検討されている年金改革案の検証を行い、今後の年金制度のあり方を考察する。

編 集 福岡市医師会：担当理事 原 祐一(情報企画担当)・原村 耕治(広報担当)・竹中 賢治(地域医療、地域ケア担当)

※ご質問やお知りになりたい情報(テーマ)がありましたら医療情報室までご連絡下さい。（事務局担当 情報企画課 下田）
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● 世 界 の 年 金 制 度 の 歴 史

年金は一定の年齢に達したときに支給される「老齢年金」、病気やけがにより障害者となった場合に支給される「障害年金」、死亡した際に

遺族に支払われる「遺族年金」がある。

インターネット上で年金に関する様々なサービスが利用出来るサイト

で、日本年金機構が提供しています。

（http://www.nenkin.go.jp/n_net/index.html）

【主なサービス】

・年金加入記録照会

自身の年金加入記録の確認が出来る

・年金見込額試算

様々な条件を入力することで、将来受給する年金の見込額が試算

出来る

・国民年金死亡者記録検索

国民年金の紙台帳とコンピュータ記録に不一致がある記録のうち、

亡くなられた方の記録を検索出来る。検索結果を年金事務所等の

窓口に提出すると、その記録の持ち主に支払われるべき年金を、

遺族が受け取れるか審査される

・私の履歴整理表

これまでの勤務先、住所等を入力することで個人の年金記録を手

軽に作成することが出来る。本人用と夫婦用の２種類がある

Column「ねんきんネット」
現代のような社会保険制度の仕組みが最初に整備されたの

は、１８８９年、ドイツのビスマルク宰相により制定された
障害・老齢保険法であると言われている。１８９１年には労
働者年金保険制度が発足、以後社会保険方式による社会保障
は急速に近隣諸国へ広まっていった。１９２９年に始まった
世界大恐慌により失業者があふれ社会不安が増大していくと、
各国は社会保障に力を入れていく。１９３５年、アメリカで
はルーズベルト政権がニューディール政策の一つとして制定
した社会保障法（Social Security Act：医療保険制度の創設が
見送られるなど社会保障としては不十分であったが“社会保
障”という言葉が初めて使用された法律であった）により、
民間労働者向けの公的年金制度が整備された。イギリスでは
１９４２年に「ゆりかごから墓場まで」のスローガンで有名
なベバリッジ報告を公表、最低限の生活を保障する全国民を
対象とした社会保障構想が打ち出され、１９４８年に国民年
金制度が成立した。第二次世界大戦後は戦後の復興に伴う経
済成長の流れを受け、公的年金を含む社会保障の拡大や完全
雇用の実現を図り、国民の福祉増進を目標とする福祉国家が
登場するようになっていった。

度が始まった年でもある昭和３６年に施行された。財政方式は当初「積立方式」だったが、給付額の引き上げなど段階的な法改正を受け、「賦

課方式」（下記参照）に移行された。
このように現在の公的年金の財政方式は事実上の「賦課方式」となっており、「終身年金」、「物価や賃金に応じた給付額調整」、「国庫負担（税

金）投入」などの特色が挙げられる。また、保険料全額の所得控除や、保険料の免除制度が設けられている等の税制優遇措置が与えられている。
一方、私的年金は銀行や生命保険会社など民間が運営しており、自助努力型の年金といえる。一般的に「積立方式」であるため「受給年金額

が明瞭」、「終身や確定年金など受給方法の選択が自由」といった特色がある。ちなみに、日本医師会が運営する「医師年金」も私的年金に該当
する。

賦課方式（ふかほうしき）

そのときに必要な年金原資を、そのときの現役世代の保険料でまかなう財政方式。「賦課方式」の場合、保険料率は基本的に年金受給者と現
役加入者の比率によって決まるため、人口の高齢化が進むと現役世代の保険料は高額化していく。一方で、年金の給付水準は物価の上昇や金利
の変動などの影響を受けにくい。（例えばインフレなどにより物価や給与が上がれば、現役世代が負担する保険料は増えるが、支給される年金
も相応の物価上昇率を加味した金額が支払われる。）

積立方式（つみたてほうしき）

将来の年金給付に必要な原資を、あらかじめ保険料で積み立てていく財政方式。「積立方式」の場合、将来の受給額ははっきりしており、人
口の高齢化が進んでも保険料が高額化することはない。一方、保険料の運用収入を見込んで保険料を決めるため、物価の上昇や金利の変動など
経済的要因の影響を受けやすい。（１，０００万円の積立をした場合、将来その金額を受け取ることは出来るが、受給時の物価が当初の２倍に
なったとすると、受給年金の実質的な価値は半分の５００万円相当に目減りする。）

◎公的年金における給付


